
○今月のポイント
生産活動は、輸送機械工業をはじめ14業種で上昇し、２か月ぶりの上昇となった。
個人消費は、百貨店・スーパー販売額が10か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録台数は12か月連続で前年同月を下回った。
また、雇用情勢は有効求人倍率が6か月連続で上昇し、緩やかに持ち直しており、総じてみると管内経済は、緩やかに持ち直している。
今後については、新型コロナウイルス感染症の感染状況や国際情勢の動向等が国内経済に与える影響について留意する必要がある。

上方修正 据え置き 下方修正

管内の経済動向（2022年8月）
～2022年6月のデータを中心に～

2022年8月22日
関 東 経 済 産 業 局

管内経済は、緩やかに持ち直している。

2022年3月

(指標は2022年1月)

2022年4月

(指標は2022年2月)

2022年5月

(指標は2022年3月)

2022年6月

(指標は2022年4月)

2022年7月

(指標は2022年5月)

2022年8月

(指標は2022年6月)

総 括 判 断
 持ち直しの動きで推移しているもの

の、足踏みがみられる（↘）

 持ち直しの動きで推移しているもの

の、足踏みがみられる

 一部に弱さが残るものの、持ち直し

の動きがみられる（↗）

 一部に弱さが残るものの、持ち直し

の動きがみられる

 一部に弱さが残るものの、持ち直し

の動きがみられる
 緩やかに持ち直している（↗）

3か月ぶり

生 産 活 動  足踏み状態にある（↘）  足踏み状態にある  足踏み状態にある
 緩やかな持ち直しの動きがみられ

る（↗）
 足踏み状態にある（↘）  持ち直しの動きがみられる（↗）

２か月ぶり

個 人 消 費
 持ち直しの動きで推移しているも

のの、足踏みがみられる（↘）

 持ち直しの動きで推移しているも

のの、足踏みがみられる

 一部に弱さが残るものの、持ち直

しの動きで推移している（↗）

 一部に弱さが残るものの、持ち直

しの動きで推移している

 一部に弱さが残るものの、緩やか

に持ち直している（↗）
 緩やかに持ち直している（↗）

2か月連続

雇 用 情 勢  持ち直しの動きがみられる  持ち直しの動きがみられる  緩やかに持ち直している（↗）  緩やかに持ち直している  緩やかに持ち直している  緩やかに持ち直している
4か月連続

設 備 投 資  前年度を上回る見込み  前年度を上回る見込み  前年度を上回る見込み  前年度を上回る見込み  前年度を上回る見込み  前年度を上回る見込み

公 共 工 事  2か月ぶりに前年同月を下回った
 2か月連続で前年同月を下回っ

た

 3か月連続で前年同月を下回っ

た

 4か月連続で前年同月を下回っ

た

 5か月連続で前年同月を下回っ

た

 6か月連続で前年同月を下回っ

た

住 宅 着 工
 4か月連続で前年同月を上回っ

た

 5か月連続で前年同月を上回っ

た

 6か月連続で前年同月を上回っ

た

 7か月連続で前年同月を上回っ

た
 8か月ぶりに前年同月を下回った

 2か月連続で前年同月を下回っ

た

網掛けは、前月から判断を変更した部分。

判断の推移



◆鉱工業生産 ：持ち直しの動きがみられる◆

○生産指数：95.4、前月比＋7.9%と2か月ぶりの上昇。

・輸送機械工業、電気機械工業、情報通信機械工業等の14業種が上昇。

・パルプ・紙・紙加工品工業、鉄鋼業等の4業種が低下。
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管内鉱工業指数の詳細はこちら https://www.kanto.meti.go.jp/tokei/kokogyo/

◎鉱工業生産活動

(2015年基準、上段：指数、下段：前月比（％）、(P)は速報値、(R)は修正値)

（生産指数） 2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

95.1 88.0 95.8

▲ 1.5 ▲ 7.5 8.9

93.7 88.4 95.4

1.2 ▲ 5.7 7.9

（注）2015年基準鉱工業指数における季節調整は、米国センサス局のＸ－１２－ＡＲＩＭＡを

用いて実施した。

全国

管内



◎業種別・品目別の動向（生産）

◎業種別の影響度合い（生産）

○上昇した業種（生産指数）

輸送機械工業：81.8、前月比＋18.6％と3か月ぶりの上昇。

電気機械工業：107.8、前月比＋15.8％と3か月ぶりの上昇。

情報通信機械工業：77.9、前月比＋35.7％と2か月ぶりの上昇。

○低下した業種（生産指数）

パルプ・紙・紙加工品工業：90.4、前月比▲1.6％と3か月連続の低下。

鉄鋼業：78.6、前月比▲1.5％と2か月ぶりの低下。

注） １．前月比及び前年同月比は、増減率（％）を表す。
２．業種は上から、品目は左から寄与の高い順となっている。
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注） 影響度合いは、 で計算。
当月指数値 - 前月指数値 業種ウェイト

前月の総合指数値 総合ウェイト
×

◆鉱工業生産 ：持ち直しの動きがみられる◆
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主な上昇・低下品目

輸送機械工業 18.6 5.3 普通トラック、普通乗用車、小型乗用車

電気機械工業 15.8 ▲ 0.8 セパレート形エアコン、医用電子応用測定器

情報通信機械工業 35.7 ▲ 17.3 ノート型パソコン、カーナビゲーションシステム

パルプ・紙・紙加工品工業 ▲ 1.6 1.9 製紙パルプ

鉄鋼業 ▲ 1.5 ▲ 10.5 粗鋼

主な上昇・低下業種

上昇

低下



◎百貨店・スーパー販売額
（上段：販売額、億円。下段：全店前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

16,242 16,809 16,731

4.6 9.1 1.9

7,252 7,513 7,537

4.8 7.5 1.8

1,990 2,053 2,227

17.5 44.6 9.4

5,261 5,461 5,310

0.6 ▲ 1.9 ▲ 1.1

全国

管内

　百貨店

　スーパー

◆個人消費 ：緩やかに持ち直している◆
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管内百貨店・スーパー販売動向の詳細はこちら https://www.kanto.meti.go.jp/tokei/ogata/index.html

【参考】６業態販売額

（注）６業態販売額とは、百貨店、スーパー、コンビニエンスストア、家電大型専門店、ドラックストア、
ホームセンターの販売額の合計額を示す。
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6業態販売額（全店ベース）

6業態計

6業態：百貨店＋スーパー＋コンビニエンスストア＋家電大型専門店＋ドラッグストア＋ホームセンター

○百貨店・スーパー販売：7,537億円、全店前年同月比＋1.8％と10か月連続で前年を上回る。（既存店前年同月比＋1.1％）

百貨店 ：2,227億円、全店前年同月比＋9.4％と4か月連続で前年を上回る。（既存店前年同月比+9.6％）

・ 「身の回り品」 、 「その他の商品」 、 「婦人･子供服･洋品」 が好調。

スーパー：5,310億円、全店前年同月比▲1.1%と2か月連続で前年を下回った。（既存店前年同月比▲2.2％）

・ 「飲食料品」が不調。
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管内家電大型専門店販売額の推移

管内コンビニエンスストア販売額の推移

◆個人消費 ：緩やかに持ち直している◆

◎コンビニエンスストア販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

9,873 10,078 10,142

2.7 3.5 4.2

4,372 4,460 4,512

2.4 2.6 3.9

◎コンビニエンスストア店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

56,342 56,316 56,300

0.2 0.1 0.0

23,473 23,454 23,450

▲0.1 ▲0.2 ▲0.2

全国

管内

全国

管内

◎家電大型専門店販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

3,578 3,704 3,927

1.4 ▲ 3.3 3.5

1,757 1,795 1,858

2.0 ▲ 5.6 4.2

◎家電大型専門店店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

2,653 2,659 2,663

2.7 2.7 2.8

971 974 975

2.5 2.3 2.5

全国

管内

全国

管内

○コンビニ販売：4,512億円、前年同月比+3.9％と7か月連続で前年を上回る。

○家電大型専門店販売額：1,858億円、前年同月比＋4.2％と2か月ぶりに前年を上回る。



管内ホームセンター販売額の推移

管内ドラッグストア販売額の推移
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◆個人消費 ：緩やかに持ち直している◆

◎ドラッグストア販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

6,189 6,284 6,378

3.1 1.7 3.4

2,648 2,700 2,745

1.9 1.0 2.7

◎ドラッグストア店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

17,891 17,984 18,026

4.7 4.7 4.6

7,592 7,611 7,632

4.3 4.1 4.1

全国

管内

全国

管内

◎ホームセンター販売額
（上段：販売額、億円。下段：前年同期(月)比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

2,986 3,101 2,811

▲ 1.5 ▲ 3.9 ▲ 0.7

1,220 1,278 1,186

▲ 2.8 ▲ 4.2 0.9

◎ホームセンター店舗数
（上段：店舗数、店。下段：前年同月比％、(P)は速報値、(R)は確報値）

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

4,405 4,404 4,405

1.0 1.0 1.0

1,410 1,411 1,413

0.8 0.7 0.9

全国

管内

全国

管内

○ドラッグストア販売額： 2,745億円、前年同月比+2.7％と14か月連続で前年を上回る。

○ホームセンター販売額：1,186億円、前年同月比＋0.9％と14か月ぶりに前年を上回る。



○乗用車新規登録台数：

3車種（普通・小型・軽乗用車）合計：99,973台、前年同月比▲10.9％と12か月連続で前年を下回る。

普通乗用車：42,503台、前年同月比▲15.9％と10か月連続で前年を下回る。

小型乗用車：24,088台、前年同月比▲15.4％と13か月連続で前年を下回る。

軽乗用車 ：33,382台、前年同月比＋0.5％と13か月ぶりに前年を上回る。

東京圏 ：59,054台、前年同月比▲13.3%と10か月連続で前年を下回る。

東京圏以外 ：40,919台、前年同月比▲7.3％と12か月連続で前年を下回る。
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◆個人消費 ：緩やかに持ち直している◆

◎乗用車新規登録台数
（上段：台数、下段：前年同月比％）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

244,022 211,394 267,505

▲ 15.3 ▲ 19.1 ▲ 9.7

88,593 78,500 99,973

▲ 15.6 ▲ 19.6 ▲ 10.9

35,827 31,718 42,503

▲ 12.6 ▲ 21.4 ▲ 15.9

22,127 20,583 24,088

▲ 24.0 ▲ 19.4 ▲ 15.4

30,639 26,199 33,382

▲ 11.9 ▲ 17.6 0.5

51,804 46,051 59,054

▲ 14.5 ▲ 21.0 ▲ 13.3

36,789 32,449 40,919

▲ 16.9 ▲ 17.7 ▲ 7.3

◎乗用車新規登録台数・管内・年別累計（1～6月）
（上段：台数、下段：前年同期比％）

2020年 2021年 2022年

673,682 759,068 638,733

▲ 18.7 12.7 ▲ 15.9

251,812 315,720 267,138

▲ 24.2 25.4 ▲ 15.4

211,129 198,428 167,049

▲ 12.7 ▲ 6.0 ▲ 15.8

210,741 244,920 204,546

▲ 17.3 16.2 ▲ 16.5

出所；一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会

三車種合計

　軽乗用車

　普通乗用車

　小型乗用車

　軽乗用車

全国

管内

　普通乗用車

　小型乗用車

東京圏

東京圏以外
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【出所】一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会
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【出所】一般社団法人日本自動車販売協会連合会、一般社団法人全国軽自動車協会連合会



○消費支出金額(関東・二人以上の世帯)：1世帯当たり296,317円、前年同月比(実質)+4.2％と5か月ぶりに前年を上回る。
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出所；内閣府
※北関東：茨城、栃木、群馬 ※南関東：埼玉、千葉、東京、神奈川 ※甲信越：新潟、山梨、長野

◆個人消費 ：緩やかに持ち直している◆
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【出所】総務省「家計調査」

《参考指標》

◎景気の現状・先行き判断ＤＩ（家計動向関連）
（上段：ＤＩ、下段：前月差）

（現状判断） 2022年4月 2022年5月 2022年6月 （先行き判断） 2022年4月 2022年5月 2022年6月

51.0 53.7 52.7 48.4 51.7 50.1

2.0 2.7 ▲ 1.0 ▲ 0.8 3.3 ▲ 1.6

49.3 50.9 51.0 47.2 50.0 49.3

3.7 1.6 0.1 ▲ 0.7 2.8 ▲ 0.7

46.7 48.1 48.1 45.2 47.8 45.3

5.3 1.4 0.0 ▲ 1.1 2.6 ▲ 2.5

50.4 52.0 52.1 48.0 50.8 50.8

3.2 1.6 0.1 ▲ 0.5 2.8 0.0

52.9 58.8 61.9 45.5 53.5 53.7

5.6 5.9 3.1 ▲ 3.7 8.0 0.2

全国全国

甲信越

南関東

北関東

関東

甲信越

南関東

北関東

関東

◎家計消費支出（二人以上の世帯）
（上段：１世帯当たり消費支出金額、円。下段：実質前年同期(月)比％）

（二人以上の世帯） 2022年4月 2022年5月 2022年6月

304,510 287,687 276,885

▲ 1.7 ▲ 0.5 3.5

317,871 298,653 296,317

▲ 8.1 ▲ 5.1 4.2

（うち勤労者世帯） 2022年4月 2022年5月 2022年6月

344,126 314,979 300,489

▲ 1.4 ▲ 3.7 4.0

356,473 320,218 322,915

▲ 8.1 ▲ 11.6 3.7

出所；総務省

※関東；茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野

全国

関東

全国

関東



◆雇用情勢 ：緩やかに持ち直している◆

○有効求人倍率（季節調整値）：1.26倍、前月差＋0.02ポイントと6か月連続で上昇。

東京圏 ：1.18倍、前月差＋0.02ポイントと6か月連続で上昇。

東京圏以外：1.43倍、前月差＋0.03ポイントと6か月連続で上昇。

○新規求人倍率（季節調整値）：2.22倍、前月差±0.00ポイントと横ばい。

東京圏 ：2.12倍、前月差▲0.07ポイントと2か月連続で低下。

東京圏以外：2.39倍、前月差＋0.12ポイントと2ヶ月ぶりに上昇。
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【出所】厚生労働省「一般職業紹介状況」

◎有効求人倍率、新規求人倍率
（上段：有効求人倍率、下段：新規求人倍率、季節調整値、倍）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

1.23 1.24 1.27

2.19 2.27 2.24

1.21 1.24 1.26

2.30 2.22 2.22

1.13 1.16 1.18

2.27 2.19 2.12

1.38 1.40 1.43

2.34 2.27 2.39

出所；厚生労働省

全国

管内

東京圏

東京圏以外



○新規求人数（季節調整値）：308,714人、前月比▲1.4%と2ヶ月連続で減少。

東京圏 ：191,738人、前月比▲3.3％と2ヶ月連続で減少。

東京圏以外：116,976人、前月比+1.9%と2か月ぶりに増加。

○新規求人数（原数値） ：前年同月比+13.3％と15か月連続で増加。

・ 「宿泊業，飲食サービス業」、 「医療，福祉」、「卸売業，小売業」等が増加に寄与。
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◆雇用情勢 ：緩やかに持ち直している◆
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【出所】厚生労働省「一般職業紹介状況」

◎新規求人数（季節調整値）
（上段：新規求人数、人。下段：前月比％）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

876,136 880,820 865,444

2.5 0.5 ▲ 1.7

315,422 313,043 308,714

4.2 ▲ 0.8 ▲ 1.4

199,071 198,243 191,738

3.7 ▲ 0.4 ▲ 3.3

116,351 114,800 116,976

5.2 ▲ 1.3 1.9

出所；厚生労働省

全国

管内

東京圏

東京圏以外



○事業主都合離職者数：10,496人、前年同月比▲19.6%と14か月連続で減少。

東京圏 ：8,093人、前年同月比▲21.1％と14か月連続で減少。

東京圏以外：2,403人、前年同月比▲14.1％と19か月連続で減少。

○南関東の完全失業率（原数値）：2.8%、前年同月差▲0.6ポイントと4か月連続で前年を下回る。

- 10 -

◆雇用情勢 ：緩やかに持ち直している◆

◎完全失業率（原数値）
（上段：完全失業率％、下段：前年同月差、ポイント）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

2.7 2.8 2.7

▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.3

2.7 2.9 2.8

▲ 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.6

出所；総務省　

※南関東：埼玉、千葉、東京、神奈川

《参考指標》

◎完全失業率（季節調整値）
2022年4月 2022年5月 2022年6月

全国 2.5 2.6 2.6

南関東

全国

◎事業主都合離職者数
（上段：人数、人。下段：前年同月比％）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

68,686 25,355 24,117

▲ 19.6 ▲ 6.6 ▲ 15.0

31,340 11,565 10,496

▲ 24.2 ▲ 10.0 ▲ 19.6

24,647 9,095 8,093

▲ 25.6 ▲ 11.9 ▲ 21.1

6,693 2,470 2,403

▲ 18.4 ▲ 2.3 ▲ 14.1

出所；厚生労働省

全国

管内

東京圏

東京圏以外
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◎法人企業景気予測調査

関　東 全　国

令和4年度見込み 令和4年度見込み

全　産　業 23.4 16.0

( 10.2 ) ( 8.2 )

製 造 業 36.8 26.4

( 20.3 ) ( 20.1 )

非製造業 17.0 11.2

( 5.6 ) ( 2.2 )

出所；内閣府、財務省、関東財務局

※関東（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野）

※設備投資額(ソフトウェア投資額を含み、土地購入額を除く)

（上段：前年同期比増減率％（令和4年4-6月期調査）、

　下段：（）書は前回（令和4年1-3月期）調査結果）

◆設備投資：前年度を上回る見込み◆

○法人企業景気予測調査（令和4年4-6月期調査）

全産業 前年度比＋23.4％、製造業 同＋36.8％、非製造業 同＋17.0％

○設備投資計画調査（2022年6月調査）

首都圏：全産業 前年度比+40.0％、製造業 同+41.3％、非製造業 同＋39.7％

北関東甲信：全産業 前年度比+51.6％、製造業 同+51.8％、非製造業 同+51.3％

- 11 -

◎設備投資計画調査
（前年度増減率％）

2021年度 2022年度 2021年度 2022年度 2021年度 2022年度

実　績 計　画 実　績 計　画 実　績 計　画

全　産　業 ▲ 5.1 40.0 4.9 51.6 ▲ 4.2 25.3

製 造 業 7.8 41.3 ▲ 3.9 51.8 1.8 30.5

非製造業 ▲ 8.1 39.7 27.9 51.3 ▲ 7.1 22.5

出所；株式会社日本政策投資銀行

※首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）※北関東甲信（茨城、栃木、群馬、山梨、長野）

※設備投資額(2022年6月調査)

首都圏 北関東甲信 全　国

《参考指標》

◎全国企業短期経済観測調査
全国  2021年度計画   ： 全産業 前年度比▲0.8％、製造業 同＋1.1％、非製造業 同▲1.9％

　     2022年度計画   ： 全産業 前年度比+14.1％、製造業 同+20.5％、非製造業 同+10.5％

出所；日本銀行

※設備投資額（土地投資額を含み、ソフトウェア投資額、研究開発投資額を除く）(2022年6月調査)



○公共工事請負金額

・単月（2022年6月）5,710億円、前年同月比▲0.7％と6か月連続で前年を下回る。

・年度累計（2022年4月～6月）：15,659億円、前年同期比▲2.1％。

東京圏 ：3,605億円、前年同月比＋6.1％と2か月連続で前年を上回る。

東京圏以外：2,105億円、前年同月比▲10.6％と3か月連続で前年を下回る。

◆公共工事 ：6か月連続で前年同月を下回った◆
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◎公共工事請負金額（単月）
（上段：請負金額、億円。下段：前年同月比％）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

20,105 12,672 16,519

▲ 4.0 ▲ 10.3 0.1

5,900 4,049 5,710

▲ 3.9 ▲ 1.2 ▲ 0.7

324 623 600

▲ 2.0 3.5 ▲ 18.5

1,165 911 593

▲ 16.5 ▲ 6.6 ▲ 29.7

1,976 864 1,326

5.1 15.6 3.3

2,045 1,463 2,746

▲ 4.9 ▲ 2.7 9.8

40 57 94

▲ 53.7 31.5 ▲ 22.4

349 130 350

17.4 ▲ 41.8 31.4

3,819 2,128 3,605

▲ 5.3 4.7 6.1

2,081 1,921 2,105

▲ 1.4 ▲ 6.9 ▲ 10.6

◎管内公共工事請負金額（4月～6月の累計）
（上段：請負金額、億円。下段：前年同期比％）

2020年度 2021年度 2022年度

16,302 15,989 15,659

▲ 3.5 ▲ 1.9 ▲ 2.1

18,242 18,749 18,228

▲ 0.5 2.8 ▲ 2.8

出所；北海道建設業信用保証株式会社、東日本建設業保証株式会社、西日本建設業保証株式会社
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◆住宅着工：2か月連続で前年同月を下回った◆

○新設住宅着工戸数：32,409戸、前年同月比▲6.5％と2か月連続で前年を下回る。

東京圏 ：24,841戸、前年同月比▲5.2％と2か月連続で前年を下回る。

東京圏以外：7,568戸、前年同月比▲10.6％と3か月連続で前年を下回る。

・都県別では、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、長野県、静岡県において前年を

下回る。
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【出所】国土交通省「建築着工統計」

◎新設住宅着工戸数
（上段：戸数、下段：前年同月比％）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

76,294 67,193 74,596

2.4 ▲ 4.3 ▲ 2.2

33,322 30,161 32,409

4.7 ▲ 7.8 ▲ 6.5

8,118 8,227 8,930

▲ 6.1 ▲ 7.9 ▲ 12.7

12,599 11,848 12,861

9.6 ▲ 1.0 ▲ 0.5

12,498 9,984 10,433

8.0 ▲ 14.1 ▲ 7.4

6,203 3,739 3,822

7.9 ▲ 28.3 ▲ 19.4

107 102 185

▲ 3.6 ▲ 45.5 ▲ 21.3

26,111 23,282 24,841

6.7 ▲ 9.8 ▲ 5.2

7,211 6,879 7,568

▲ 1.8 ▲ 0.4 ▲ 10.6

出所；国土交通省

《参考指標》

◎首都圏マンション市場動向
（新規発売戸数は、上段：戸数、下段：前年同期(月)比％。

　販売在庫数は、上段：戸数、下段：前期(月)末比増減戸数。新規契約率は％）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

2,426 2,466 1,917

16.1 ▲ 4.3 ▲ 1.1

5,475 5,346 5,072

▲ 406 ▲ 129 ▲ 274

新規契約率 79.6 70.2 67.7

出所；株式会社不動産経済研究所　※首都圏（埼玉、千葉、東京、神奈川）

　（内ﾏﾝｼｮﾝ）

　分譲住宅

販売在庫数

新規発売戸数

東京圏以外

東京圏

　給与住宅

　貸家

　持家

全国

管内



○消費者物価指数（関東、生鮮食品を除く総合（6月））：101.6、前年同月比＋2.1％と10か月連続で上昇。

総合指数：101.8、前年同月比＋2.3％。

・総合指数の上昇に寄与した主な内訳：電気代、ガス代、生鮮魚介。

・総合指数の下落に寄与した主な内訳：通信。

○東京都区部消費者物価指数（生鮮食品を除く総合、中旬速報値（7月））：102.1、前年同月比+2.3％と11か月連続で上昇。

総合指数：102.3、前年同月比+2.5％。

・総合指数の上昇に寄与した主な内訳：電気代、ガス代、外食。

・総合指数の下落に寄与した主な内訳：通信。

◆参考◆
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【出所】総務省「消費者物価指数」
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【出所】総務省「消費者物価指数」

◎消費者物価指数
（2020年基準。上段：指数値、下段：前年同期(月)比％。(P)は中旬速報値）

総合指数
2022年4月 2022年5月 2022年6月(R) 2022年7月(P)

全国 101.5 101.8 101.8 -

2.5 2.5 2.4 -

関東 101.6 101.8 101.8 -

2.6 2.4 2.3 -

東京都区部 101.5 101.9 101.8 102.3

2.4 2.4 2.3 2.5

生鮮食品を除く総合指数
2022年4月 2022年5月 2022年6月(R) 2022年7月(P)

全国 101.4 101.6 101.7 -

2.1 2.1 2.2 -

関東 101.4 101.6 101.6 -

2.1 2.0 2.1 -

東京都区部 101.3 101.5 101.6 102.1

1.9 1.9 2.1 2.3

生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数
2022年4月 2022年5月 2022年6月(R) 2022年7月(P)

全国 99.9 100.1 100.1 -

0.8 0.8 1.0 -

関東 100.0 100.2 100.2 -

0.8 0.8 0.9 -

東京都区部 100.2 100.4 100.5 100.9

0.8 0.9 1.0 1.2

出所；総務省

※関東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野 - 14 -



◎国内企業物価指数
（2020年基準。上段：指数値、中段：前期(月)比％、下段：前年同期(月)比％。

(P)は中旬速報値、(R)は確報値)

2022年4月 2022年5月(R) 2022年6月(P)

全国 112.9 113.0 113.8

1.4 0.1 0.7

9.9 9.3 9.2

出所；日本銀行

○国内企業物価指数（速報）：113.8、前月比＋0.7％と19か月連続の上昇、前年同月比は+9.2％。

・前月比変化に寄与した主な類別・品目：

上昇：石油・石炭製品（ガソリン、軽油、Ａ重油）

化学製品（化学肥料、キシレン、ベンゼン）

電力・都市ガス・水道（都市ガス、事業用電力）

鉄鋼（小形棒鋼、鉄鋼シャースリット、普通鋼鋼線・特殊鋼鋼線）

金属製品（鉄骨、金網、架線金物）

下落：スクラップ類（鉄屑、銅・アルミニウム屑）

非鉄金属（アルミニウム合金・同二次合金地金、黄銅伸銅品、銅伸銅品）
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◆参考◆
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【出所】日本銀行「企業物価指数」



◎企業倒産
（上段は：件数、負債総額、億円。下段は件数、負債総額とも前年同期(月)比％。）

（倒産件数） 2022年4月 2022年5月 2022年6月

全国 486 524 546

1.8 11.0 0.9

管内 189 224 244

▲ 12.0 11.4 5.1

（負債総額） 2022年4月 2022年5月 2022年6月

全国 812 873 12,325

▲ 3.3 ▲ 48.1 1697.6

管内 358 320 11,642

▲ 21.4 ▲ 75.8 3272.8

出所；株式会社東京商工リサーチ

◆参考◆

○輸出入：輸出は16か月連続で前年同月を上回り、輸入は17か月連続で前年同月を上回る。

○企業倒産：倒産件数は2か月連続で前年同月を上回り、負債総額は7か月ぶりに前年同月を上回る。
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◎貿易統計
（上段：金額、十億円。下段：前年同期(月)比％。)

（輸出額） 2022年4月 2022年5月 2022年6月 （輸入額） 2022年4月 2022年5月 2022年6月

8,076 7,252 8,628 8,915 9,637 10,012

12.5 15.8 19.4 28.2 48.9 46.1

3,333 3,019 3,604 4,659 4,931 5,123

17.2 15.7 23.6 22.9 40.2 37.3

632 591 656 535 598 603

23.4 23.7 19.3 15.7 26.5 19.9

347 291 345 600 587 572

31.5 10.4 32.0 18.5 13.8 19.5

1,957 1,783 2,133 2,129 2,290 2,371

13.6 15.1 21.5 14.0 36.2 33.3

出所；財務省　　※管内：東京税関、横浜税関、名古屋税関（うち清水税関支署）

全国

管内

　米国

　ＥＵ

　アジア　アジア

　ＥＵ

　米国

管内

全国

◎為替レート
（上段：円。下段：前年同期(月)比％。ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ相場(東京市場)中心相場/月中平均）

2022年4月 2022年5月 2022年6月

126.04 128.78 133.86

15.5 17.9 21.6

出所；日本銀行

米ドル／円



関東経済産業局は広域関東圏 ( 1都10県＝茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、山梨県、長野県、静岡県)を行政の区域としており、当資料における「管内」とは、上記の1都10県
を含んだものとなります。

なお、当資料で用いられる地域に含まれる都県については、特に注記が無い場合、以下のとおりとなりま
すのでご注意ください。

当資料における地域の表記について

茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 山梨 長野 静岡

管内

東京圏 ○ ○ ○ ○

東京圏

以外
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（お問い合わせ先）
関東経済産業局 総務企画部 企画調査課

経済調査室 景気動向係
電 話：０４８－６００－０２４２
U R L ：https://www.kanto.meti.go.jp/


